議案２　平成27年度事業計画案の承認について
平成27年度事業計画書
(平成27年4月1日～平成28年3月31日)
公益財団法人吉田学術教育振興会

Ⅰ　基本方針

　当財団は、設立以来、福岡県下で科学技術の先進的かつ着想が斬新な研究に取り組む新進気鋭の研究者への学術奨励金の給付、児童・生徒の学ぶ力の向上と豊かな人間性を育む教育に取り組む学校への教育振興助成金の給付や図書の寄贈、さらに学生・生徒の就学機会を確保し、健全な育成を図るための奨学金の給付等、学術教育振興等の分野で様々な助成活動に取り組んできた。
平成27年度は、中国経済の減速懸念、欧州経済の停滞、原油価格下落の世界経済への悪影響、米国の財政政策の不透明感などを背景に主要先進国の国債の利息や市中金利の低下基調が続く一方、外国為替も円安が進んだ状況下で、年度末にはほとんどの外貨建債権が満期償還を迎え、資金の再運用環境が一段と厳しいことから、事業規模については、将来的な資金の安定運用状況を想定し、前事業年度を若干上回る規模の事業計画を作成する。
Ⅱ　事業の実施計画

１　学術奨励事業
　　福岡県内の大学、高専等の研究機関に在籍し、科学技術的にも高度で水準が高く、
かつ、近未来において社会の豊かさと向上に大きな貢献が期待されるテーマに取り組んでいる理工系の研究者に対し、本年度は前年と同規模の総額１千万円の予算を計上して学術奨励金を交付し、これを助成する。
　　学術奨励金の交付は、5名以内とする。

　　その募集、選考、交付の方法と交付時期は、当財団の規定に従って実施する。
なお、助成による研究の進展・成果の状況等については、１年後を目途に報告をいただくほか、研究が終了し実用化され一定の成果が挙がったものについては、その時点を目途にレポートを送付していただくことを募集の条件とし、助成の効果を把握することとする。
２　教育振興助成事業
(1)　資・器材の購入資金の交付
　　　福岡県内の公立小・中学校で、理科の授業又は総合学習の時間を利用して特色ある学習活動を展開している学校に対し、また、公立の高校で、特色ある自然科学・社会科学等の学習活動を行い、又は生徒に対し特色ある進路指導・職業教育等を行っている学校に対し、その効果をより高める上で不可欠な教材等の購入資金として、本年度は前年より100万円増額した上に消費税分を増額することとし、総額648万円の予算を計上して教育振興助成金を交付し、これを助成する。

　　　教育振興助成金の交付は、12校程度とする。
　　　その募集、選考、交付の方法と交付時期は、当財団の規定に従って実施する。

(2)　外国人留学生への里親奨学金の給付
　　　県内の国・公立大学の理工系学部に在籍し、経済的な理由から就学の継続が苦しい外国人留学生に対し、公益財団法人福岡県国際交流センターの里親奨学金制度を通して里親奨学金を給付する。
本年度は48万円の予算を計上し、2名に給付する。
　　　募集、選考、給付の方法と給付時期、給付金額は、当財団及び前記の国際交流センターの規定に従って実施する。
(3)　その他の振興助成金の交付
　　　県民の教育・文化・健康増進等を目的とし、有意義で特色ある啓発活動を進める福岡県内の団体に対し、本年度から消費税分を増額することとし、１件当たり50万円を上限に、総額100万円に消費税分を増額した108万円の予算を計上して振興助成金を交付し、その推進を助成する。
　　　募集、選考、交付の方法と交付時期は、当財団の規定に従って実施する。
３　奨学金等給付事業
(1)　奨学金の給付
　　　福岡県内に居住し、学力・人物ともに優秀でありながら、経済的な理由から就学の継続が困難な高校、高専、大学生に対し、本年度は昨年度予算1,278万円から180万円(約14％)増額した1,458万円(前年度実績から90万円増額)の予算を計上し、奨学金を給付する。

　　　奨学金の給付は、高校生は48名（うち定時制4名程度とする。）、高専生は12名、大学生は8名、合計68名程度とする。
　　　募集、選考、給付の方法と給付時期は、当財団の規定に従って実施する。
(2)　入学支度金の給付
　　　学力・人物ともに優秀でありながら経済的な理由から大学進学が困難な福岡県内の生徒に対し、九州及び山口県内の国・公立大学進学を条件に、入学金に充当するため総額150万円の予算を計上し、入学支度金を給付する。

　　　入学支度金の給付は、5名程度とする。
　　　募集、選考、給付の方法と給付時期は、当財団の規定に従って実施する。

４　図書寄贈事業
　　福岡県内の小・中学校で、理科的な関心を高め、また豊かな心を身につける基礎的な力を育む図書の充実を図っている学校に対し、高校については前記のほか、人格の涵養を図る等の目的をもって図書の充実を図っている学校に対し、本年度は、昨年、1年先行して実施した財団創設30周年記念事業（１校当たり10万円×30校分=300万円）を継続して実施することとし、総額600万円に本年度から消費税分48万円を追加した648万円の予算を計上してこれにふさわしい図書を寄贈する。

　　図書の寄贈校は、60校以内とする。
　　募集、選考、寄贈の方法と寄贈の時期は、当財団の規定に従って実施する。
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